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佐久穂町太陽光発電施設の設置及び維持管理に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、佐久穂町太陽光発電施設の設置及び維持管理に関する条例（令和６年条

例第27号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（基準） 

第３条 条例第４条第４項に規定する規則で定める基準は、別表に定めるとおりとする。 

（事前協議） 

第４条 条例第９条第１項第１号に規定する事業計画事前協議を受けようとする事業者は、太

陽光発電事業計画事前協議書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなけ

ればならない。ただし、町長が認めるときは、これらの書類又は当該事項の明示すべき事項

の一部を省略することができる。 

(１) 位置図（事業区域及び事業区域の土地境界から水平距離30メートルの範囲が確認でき

るもの） 

(２) 現況写真（事業区域及び発電設備の設置予定範囲が確認できるもの） 

(３) 公図の写し等（事業区域及び事業区域に隣接する土地の地番が確認できるもの） 

(４) 登記事項証明書の写し等（事業区域の土地の地番、所有者・占有者・管理者のわかる

もの） 

(５) 事業概略図等（事業計画の概略がわかるもの） 

２ 条例第９条第１項第２号に規定する許可申請事前協議を受けようとする事業者は、太陽光

発電事業許可申請事前協議書（様式第２号）に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなけ

ればならない。ただし、町長が認めるときは、これらの書類又は当該事項の明示すべき事項

の一部を省略することができる。 

(１) 前項第１号から第４号に掲げる書類 

(２) 土地利用計画図（事業区域面積、発電設備の形式・数量・設置方法・合計出力等がわ

かるもの） 

(３) 雨水排水処理計画図（排水流域と処理方法を説明できるもの） 

(４) 計画図書及び施工図（発電設備、雨水排水等競争入札に対応できる内容であること） 

(５) 開発行為終了後における開発行為及びその付近の地形及び植生をイメージした図面 

(６) その他町長が必要と認める書類 

（標識の設置） 

第５条 条例第10条に規定する標識には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

(１) 発電事業の名称 

(２) 事業区域の所在地及び面積 

(３) 発電設備の合計出力 

(４) 設置者、設計者、工事施工者及び保守点検責任者の氏名並びに住所（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所の所在地。以下同じ。） 

(５) 工事の着手予定日及び完了予定日 

(６) 標識の設置日 

（事業計画説明会等の経過報告） 
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第６条 事業者は、条例第11条第７項に規定する報告をするときは、太陽光発電事業計画説明

会等経過報告書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（同意） 

第７条 事業者は、条例第12条第１項に規定する同意については、太陽光発電事業計画同意書

（様式第４号）によるものとし、その写しを町長に提出しなければならない。 

（許可の申請） 

第８条 条例第14条第１項に規定する許可を受けようとする事業者は、太陽光発電事業許可申

請書（様式第５号）により町長に申請しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、許可又は不許可を決定し、太陽光発電事業許可（不

許可）通知書（様式第６号）により通知するものとする。 

（許可の変更申請） 

第９条 事業者は、条例第15条第１項に規定する変更をしようとするときは、太陽光発電事業

変更許可申請書（様式第７号）により町長に申請しなければならない。 

２ 町長は、前項の申請があったときは、許可又は不許可を決定し、太陽光発電事業変更許可

（不許可）通知書（様式第８号）により通知するものとする。 

３ 条例第15条第１項ただし書に規定する軽微な変更は次に掲げるとおりとし、同条第２項に

規定する届出は太陽光発電事業計画軽微変更届出書（様式第９号）によるものとする。 

(１) 設計者、工事施工者の変更 

(２) 保安点検責任者の変更 

(３) 発電事業の着手又は完了の予定年月日の変更 

(４) 雨水排水及び土砂流出に影響が生じない小規模な土地の造成及び防護柵等の変更 

(５) その他、町長が特に軽微な内容と認めるもの 

（工事着手の届出） 

第10条 事業者は、条例第16条に規定する工事に着手しようとするときは、太陽光発電事業工

事着手届（様式第10号）を町長に届け出なければならない。 

（工事完了の届出） 

第11条 事業者は、条例第17条第１項に規定する工事が完了したときは、太陽光発電事業工事

完了届（様式第11号）を町長に届け出なければならない。 

２ 町長は、前項の届出があった場合には、許可申請の内容に相違がないかを検査し、適合し

ていると認めたときは、太陽光発電事業適合通知書（様式第12号）を事業者に通知するもの

とする。 

（許可の取消し） 

第12条 町長は、条例第18条第１項に規定する許可の取消しをするときは、太陽光発電事業許

可取消通知書（様式第13号）により通知するものとする。 

（維持管理の報告） 

第13条 事業者は、条例第19条第１項に規定する報告又は資料提出を求められたときは、太陽

光発電事業報告書（様式第14号）により、町長に報告しなければならない。 

（異常発生等の報告） 

第14条 事業者は、条例第19条第２項に規定する事象が発生したときは、太陽光発電事業異常

発生報告書（様式第15号）により、町長に報告しなければならない。 

（事業の承継の届出） 

第15条 承継事業者は、条例第20条第１項に規定する許可事業者から当該事業の承継をしたと
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きは、太陽光発電事業承継届（様式第16号）を町長に届け出なければならない。 

（廃止の届出） 

第16条 事業者は、条例第21条第１項に規定する太陽光発電事業を廃止するときは、太陽光発

電事業廃止届（様式第17号）により、町長に届け出なければならない。 

（立入調査身分証明書） 

第17条 条例第22条に規定する立入調査を行う職員は、立入調査身分証明書（様式第18号）を

携帯しなければならない。 

（指導及び助言） 

第18条 条例第23条に規定する指導及び助言は、太陽光発電事業に関する指導・助言通知書

（様式第19号）により行うものとする。 

（勧告） 

第19条 条例第24条に規定する勧告は、太陽光発電事業に関する勧告通知書（様式第20号）に

より行うものとする。 

 

附 則 

この規則は、令和６年10月１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

１ 設置に係る遵守事項 

事業の確実性 

土地及び建物の使

用権又は所有者の

同意 

事業者が事業区域の土地及び建物を使用する権利

があるか又は所有者の同意を得ていること。 

上記以外の権利者

の同意 

事業区域の土地及び建物に処分制限の登記におけ

る登記権利者がいる場合には、その者の同意を得て

いること。 

資金計画 事業の工事の資金計画に支障がないこと。 

工事事業者 
工事事業者に事業を行う能力及び信用があるこ

と。 

事業区域の明

確化 

境界の明確化 
事業区域の範囲を土地の筆界により明確にするこ

と。 

フェンス等の設置 
事業区域の外周に高さ1.8メートル以上のフェンス

等を設置すること。 

生活環境の維

持 

周辺への騒音及び

振動の対策 

１ 建設機械や工事に伴う騒音、振動、大気汚染、

水質汚染等について、事業区域周辺に影響を与え

ない適切な対応を講ずること。 

２ 太陽光発電設備（パワーコンディショナー、キ

ュービクル等）から発生する騒音及び振動に関し
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て、地域住民等と協議し、必要な対策（緩衝帯の

設置、防音壁の設置等）を講ずること。 

３ 太陽光発電設備の搬入及び設置を行う時間、期

間等が地域住民等の生活環境への影響を最小限と

するものであること。 

太陽光発電設備に

よる圧迫感、熱等

の対策 

太陽光発電設備による圧迫感、熱等に関して、地

域住民等と協議し、必要な対策（緩衝帯の設置、植

栽等の設置）を講ずること。 

パネルの反射光対

策 

太陽光発電設備のパネルによる反射光に関して、

地域住民等と協議し、必要な対策（緩衝帯の設置、

低反射タイプパネルへの変更又は傾きの調整）を講

ずること。 

太陽光発電設備に

よる防災行政無線

への妨害の防止 

太陽光発電設備は、不要電波の発射が弱い機種を

選定し、施工した設備が無線通信に妨害を与えるこ

とが明らかになった場合は、ノイズフィルタを追加

するなど、速やかに障害の原因の除去を行うこと。 

道路の視界確保 

道路に近い場所に太陽光発電設備を設置する場合

には、道路の見通しの妨げにならないよう必要な対

策（道路から後退する等）を講ずること。 

緩衝帯の設置 

事業区域の境界に沿って、その内側に最低２メー

トル以上の緩衝帯を設けることを原則とし、できる

限り境界と発電施設を離すとともに、必要に応じ植

栽等設置するよう配慮すること。 

特に、道路に隣接する箇所においては隣接する道

路幅以上、住宅に隣接する箇所においては５メート

ル以上の緩衝帯を原則として設けること。ただし、

隣接する住宅関係者との協議により緩衝帯の幅につ

いて合意されたときはこの限りでない。 

 

山林の保全 

１ 山林の伐採は、最小限に留めるようにするこ

と。２ 可能な限り現状の地形及び植生を残す工夫

をすること。 

樹木を含む事業区

域内外廃棄物の適

正処分 

伐採した木竹、除根した木竹の根、雑草、残土、

工事に伴う廃棄物等については、適正な処分を行う

こと。 
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魅力ある景観

の保全 

宅地等開発地、史

跡、文化財、自然

環境、自然景観等

の景観への配慮 

１ 宅地等開発地、史跡、文化財、自然環境、自然

景観等の景観を阻害しないように太陽光発電設備

の設置位置、形態意匠、色彩等に配慮すること。 

２ 農村景観や自然の景観を損なわないように努め

るとともに、自然の保全に努めること。 

３ 地域の景観に配慮した設置高とすること。 

植栽・フェンス等

による対策 

１ 地域住民等からの要望があるときは、植栽等で

威圧感や存在感を軽減すること。 

２ 事業区域周辺に住宅がある、幹線道路沿いなど

の場合は遮蔽性が高いフェンスを設置すること。 

太陽光発電設備の

パネルの色彩等の

対策 

太陽光発電設備は、黒、グレー系、ダークブラウ

ン系その他周囲と調和したできる限り目立たない色

彩で、低明度、低彩度色とすること。 

太陽光発電設備の

色彩等の対策（パ

ネル以外） 

パワーコンディショナー、分電盤、フェンス等の

附属設備の色彩は、周囲の景観と調和したできる限

り目立たない色彩とすること。 

災害の防止

（防災安全対

策） 

工事計画の調査及

び設計 

１ 事業区域内の工事に伴い、現況高、計画高等の

雨水処理対策の設計に必要な調査を行うこと。 

２ 高さ１メートルを超える擁壁を設置する場合に

は、地下水位の高さ、地質、地耐力等の擁壁計算

に必要なデータを地盤調査により確認し、適切な

擁壁等を設置する設計を行うこと。 

３ 工事にかかる設計基準については「長野県土木

事業設計基準」等を参考とすること。 

４ 発電施設の保守点検及び管理の際に必要な作業

並びに消防活動に支障がないよう、フェンス等か

ら発電施設まで十分な間隔を保ち、発電施設相互

の間隔を適切に保って配置するよう設計を行うこ

と。 

盛土、切土工事に

関する安全対策及

び崖地対策 

１ 工事により、盛土、切土及び崖等が生じる場合

には、地形、形質の変更は、最小限にとどめ、災

害が発生しないよう適切な工法により工事を行う

こと。 

２ 切土又は盛土等が行われた後に法面が生ずる場

合にあっては、法面が雨水、風化等により浸食さ

れないよう植生等により法面保護を施し、当該法

面の構造が、小段又は排水施設の設置その他の措
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置が適切に行われているものであること。 

雨水対策 

１ 雨水排水処理計画については、長野県建設部

「流域開発に伴う防災調節池等技術基準」、長野

県林務部「林地開発許可制度の手引き」、社団法

人雨水貯留浸透技術協会「雨水浸透施設技術指針

［案］」等を参考とする。 

２ 放流計画は、放流先水路系統の排水機能と整備

基準（排水状況、通水能力、整備計画、維持管理

等）に合わせたものとする。 

３ 「雨水流出機構の変化」が予想される１ｈａ未

満の開発においては、開発区域内にて全量浸透と

し、降雨強度の計算は、長野県降雨強度式１／10

確率を基準とするが、下流側排水施設の整備基準

（勾配・流量・水深等）も確認し、町と協議し決

定すること。 

４ 事業区域その周辺の区域及び下流の地域におい

て溢水による被害を防止するための処置を講ずる

こと。 

５ 既存の水道等の水量及び水質の維持に支障がな

いよう、水源周辺の保護を図ること。 

６ 太陽光発電設備設置事業により、雨水の流出形

態が変化し、下流の河川及び水路に新たな負担が

生じる場合は、原則として河川及び水路を新設又

は改修すること。なお、改修規模については別途

河川等管理者と協議すること。 

７ 発電事業により道路、河川、防災施設等に影響

を与えることが明らかになった場合は、改良又

は、補修に要する経費は事業者の負担とするこ

と。 

湧き水、井戸等対

策 

事業区域内及び隣接区域に湧き水、井戸等がある

場合には、その水量を確認し、変動しない対策案も

含め提示し適切に対応できる施設計画とすること。 

事業区域と道路の

接続 

事業区域と道路が接しており、工事車両等の通行

に支障のない幅員が確保されていること。 

工事車両等に対す

る安全対策 

１ 工事車両等が事業区域内外に出入りする際に

は、住民等及び道路通行車の安全を確保する措置

を講ずること。 

２ 地域住民等から更なる安全対策について要請が
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あった場合には、誠意をもって対応すること。 

工事期間中の安全

対策 

１ 工事期間中は、第三者が事業区域に侵入しない

よう措置を講ずること。 

２ 工事中の土砂流出及び粉じん対策が必要となっ

た場合には、仮囲い、素掘り側溝、小堤、仮排水

処理施設、防塵ネット等の設置等を行うこと。 

３ 自然災害、人災等により周辺へ損害が生じた際

の対応策（保険等への加入）が講じられているこ

と。 

支持物（架台、架

台基礎等）の安全

確保対策 

１ 太陽光電池モジュールを支持する架台の基礎

は、上部構造が構造上支障のある沈下、浮き上が

り、転倒又は横移動を生じないよう、地盤に定着

されたものであること。 

２ 太陽光電池モジュールは、荷重又は外力によっ

て、脱落又は浮き上がりが生じないよう、構造耐

力上安全である架台に取り付けられたものである

こと。 

３ 上記の構造は、腐食、腐朽若しくは摩耗しにく

い材料又は有効なさび止め、防腐若しくは摩耗防

止のための措置をした材料が使用されたものであ

ること。 

４ 太陽光発電モジュール及びその他の機器につい

ては、日本工業規格等に適合したもの又はこれら

と同等かこれら以上の性能及び品質を有するもの

を利用すること。 

消防水利施設の設

置 

事業区域内に設ける消防水利施設の計画にあたっ

ては、消防署と協議して定めること。 

地域住民等と

の共生 

工事に伴う苦情及

び要望への対応 

工事の開始後に、事業に関して苦情又は要望があ

った場合には、苦情者等に説明を行い、問題の解決

のために必要な対策を講ずること。 

異常又は災害発生

時の対応について 

事業に起因すると思われる異常が発生した場合又

は災害が発生した場合には、迅速かつ誠実に対応す

るとともに、要請があれば説明会や戸別訪問等を行

い、要請等がなくても速やかに町及び地域住民等に

連絡して、住民等との協調を保つよう対応するこ

と。 
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２ 維持管理に係る遵守事項 

太陽光発電設

備及び事業区

域の維持管理 

太陽光発電設備の

保守点検 

関連するガイドラインにより定期的な保守点検を

行い、適切に管理すること。 

事業区域の清掃等 

１ 施設及び敷地は、定期的に清掃、除草等を行

い、適切に管理すること。 

２ 設置された排水施設の機能を保持するために適

正な清掃等を行うこと。 

３ 設置事業により保全した山林を適切に管理する

こと。 

除草剤の散布の禁

止 

周辺等の影響を考慮し、除草剤の散布は原則しな

いこと。 

事業区域の接

道 
事業区域と道路が接しており、事業区域内に入ることに支障がないこと。 

設置した施設

等の維持管理 

１ 設置した雨水処理施設、緩衝帯、緑化施設、敷材、工作物等につい

て、機能低下、毀損することなく適切に維持管理をすること。 

２ 維持管理を適正に実施するために、毎年必要な経費及び管理体制を確

保すること。 

事業区域への

侵入防止措置 

侵入防止フェンス

等の維持管理 

第三者の侵入による事故が起こらないよう、フェ

ンス等を適切に管理すること。 

事業区域出入口の

施錠措置 

第三者が敷地内に侵入し、事故等が起こらないよ

う出入口に施錠措置を講ずること。 

発電事業に関

する看板の設

置 

事業者は、事業区域の外部から見やすいように、設置者の氏名又は名

称、住所、連絡先、その他の事項について記載した標識を掲げること。合

わせて、速やかに現地に到着できる対応者の連絡先を表示すること。 

異常又は災害

時の対応 

異常又は災害発生

時の対応 

周辺環境に影響を及ぼす異常（太陽光発電設備又

はその他施設の破損、騒音、振動、雑草繁茂、雨水

流出、土砂流出等）や落雷、洪水、積雪、地震等の

災害が発生した場合には、速やかに現地を確認し対

処するとともに、状況及び対処について町及び地域

住民等へ連絡すること。また、異常発生時におい

て、速やかに現地に到着できる対応者を設置するこ

と。 
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緊急対応マニュア

ルの作成等 

１ 異常又は災害が発生した場合に速やかに対応が

できるよう、あらかじめ緊急時の連絡網及び事象

別の対応を示した緊急対応マニュアルを作成する

こと。 

２ 発電事業に起因する土砂流出等により事業者以

外の者に被害を与えたときの処置を明確にするこ

と。 

苦情及び要望

等への対応 

発電事業の開始後に、当該事業に関して苦情又は要望があった場合に

は、自己の責任において誠意をもってこれに対応し、必要により対策を講

じること。 

撤去及び廃棄 

１ 発電事業廃止時は、速やかに撤去するため、必要な撤去費用を計画的

に確保すること。 

２ 発電事業廃止後は、条例第21条の規定及び関係法令等に基づき適正に

処理すること。 

３ 太陽電池モジュールの破損等の放置による土壌汚染等を誘発させない

こと。 



10/34 

様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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様式第３号（第６条関係） 
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様式第４号（第７条関係） 
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様式第５号（第８条関係） 
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様式第６号（第８条関係） 
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様式第７号（第９条関係） 
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様式第８号（第９条関係） 
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様式第９号（第９条関係） 
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様式第10号（第10条関係） 
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様式第11号（第11条関係） 
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様式第12号（第11条関係） 

 



27/34 

様式第13号（第12条関係） 
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様式第14号（第13条関係） 
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様式第15号（第14条関係） 
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様式第16号（第15条関係） 
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様式第17号（第16条関係） 
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様式第18号（第17条関係） 

 



33/34 

様式第19号（第18条関係） 
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様式第20号（第19条関係） 

 


